
第１号様式（第３条関係）

指 定 申 請 書（新設、増設又は設備の更新用）
年　　月　　日　　
　　　千歳市長　　　　　様

申請人　住所（ eq \o(\s\up  5(法人にあっては、主たる事務所),\s\do  5(の所在地　　　　　　　　　　))）　　

氏名（ eq \o(\s\up  5(法人にあっては、その名称及び),\s\do  5(代表者氏名　　　　　　　　　))）　
　　千歳市工業等振興条例第３条第１項の規定による指定を受けたいので、別紙関係書類を添えて申請します。
１　新設（増設・設備の更新）を行う工場等の名称及び所在地

２　業　　　種

３　投　資　額

４　工事着手予定年月日

５　工事完成予定年月日

６　操業（事業）開始予定年月日

備考

１　賃借施設に新設する場合は、３投資額に「賃借施設に新設」と記入すること。

２　貸工場の新設（増設）にあっては、当該施設を使用する予定者が行う事業の計画概要により記入すること。
　別紙
新設（増設・設備の更新）計画書

１　目的及び事業の概要（新設、増設又は設備の更新に係るもの）
２　主要製品名（新設、増設又は設備の更新に係るもの。製造業の用に供する工場等以外の工場等は記入不要）
３　投資額の内訳（賃借施設に新設する場合は、記入不要）

	種別
	数量
	金額
	備考

	(1)建物及びその附属設備

(2)構築物

(3)機械及び装置

(4)船舶

(5)航空機

(6)車両及び運搬具

(7)工具、器具及び備品
	
	千円

	

	合計
	
	
	


　注(1) 所得税法施行令（昭和40年政令第96号）第６条第１号から第７号までに掲げる固定資産別に記入すること。該当しない種別は記入不要。
　 　(2) 設備の更新に係る投資額に対する助成の対象となる資産は、当該更新に伴うもので、かつ、入れ替える機械及び設備は、取得後10年（耐用年数が10年を超えるものは当該耐用年数）を経過しているものに限る。
４　所要資金調達計画（金融機関別及び年度別）
５　操業（事業）開始後５年間の生産計画（増設の場合にあつては、既設と増設とを区分すること。製造業の用に供する工場等以外及び設備の更新を行う工場等は記入不要）
６　所要電力及び用水（工場等全体の使用状況について、電力については契約電力並びに月間及び年間の使用電力の見込みを、用水については１日の使用量、水源等を記入すること。設備の更新を行う工場等は記入不要）
７　生産工程の概要（製造業の用に供する工場等以外の工場等及び設備の更新を行う工場等は記入不要）
８　常用雇用者数（設備の更新を行う工場等は記入不要）　　　　　　   　（単位：人）

	職種
区分
	
	
	
	計

	申請対象施設
	既存の常用雇用者
	
	
	
	

	
	操業開始後の

常用雇用者
	
	
	
	

	他の市内対象施設
	(施設名称)
	既存の

常用雇用者
	
	
	
	

	
	
	操業開始後の

常用雇用者
	
	
	
	

	
	(施設名称)
	既存の

常用雇用者
	
	
	
	

	
	
	操業開始後の

常用雇用者
	
	
	
	

	雇　　用　　増
	Σ（操業開始後の常用雇用者）－Σ（既存の常用雇用者）

	
	
	うち市内居住者
	


注(1) 「既存の常用雇用者」には、工事着手日の直前の事業年度の末日における当該新設等を行う工場等の常用雇用者の数（新設の場合は「－」）を記入すること。

　(2) 「操業（事業）開始後の常用雇用者」には、操業又は事業開始日から６月を経過した日における新設又は増設を行う工場等の常用雇用者の見込数を記入すること。

　(3)  市内に複数の工場等を設置しているときは、新設又は増設をした工場等以外の市内に設置する工場等（以下この号において「他の市内工場等」という。）について、(1)、(2)に準じ、当該工場等における常用雇用者の数を記入すること。市内に複数の工場等が無いときは、「他の市内工場等」は、記入しない。
　  (4)  常用雇用者とは、千歳市工業等振興条例施行規則第２条の４に規定する者をいう。
９　主要原材料及びその調達計画（設備の更新を行う工場等は記入不要）
10　事業収支計画（設備の更新を行う工場等は記入不要）
11　その他添付書類

(1)　法人にあっては、次の事項を記載した書類

　　ア　法人設立年月日

　　イ　資本金

　　ウ　法人の沿革及び現況

　　エ　既存工場等の所在地、名称、生産能力、従業員数等

　　オ　最近２期の営業報告書、貸借対照表及び損益計算書

　　カ　定款

(2)　工場等見取図

　　ア　位置図

　　イ　配置図

　　ウ　設備配置図

　　エ　地積図（新設のみ）

(3)　生産工程図（製造業の用に供する工場等以外の工場等は添付不要）

(4)  当該工場等に係る賃貸借契約書の写し（賃借施設に新設する場合のみ）

(5)  次の助成措置の対象要件が確認できる書類（設備の更新のみ）

　　ア　市内で継続して５年を超えて操業していること

　　イ　設備の更新を行おうとする機械又は装置の取得日

(6)　その他参考となるもの


